自治基本条例の

役割と実効性を再確認する

一、何のための条例か

　自治の基本を定める条例は、住民と行政が考えを通わせるための仕組みを設けるものであって、チャラチャラしたそれらしいお飾りが出来ておればよいというものではない筈です。まず、なにをする条例（市の法律）かがはっきり見えていること、第二に、そこに書かれていることが確実に実行される保証があること、この二つが重要です。このことを念頭において、「自治基本条例」にはなにが本当に必要か、なにが邪魔になるかをあらためて考えたいと思います。
　欧米、殊にアメリカの地方自治は、What（何を）という政策決定は、自治の費用（地方税）を出し合っている住民がすべて行ない、How To（如何に）実現するかの執行はその費用で雇われている行政が全責任を負い、Outcome（成果）を全員が検証する制度です。【左の図】
　この精神は我が国でも、昭和21年に憲法が書き改められたときに、「地方自治の本旨」という表現で第92条に掲げられましたが、実際には去る平成12年の分権一括改正まで、地方行政への民意の発露は稀で、官主導であり、またその多くが「上意下達」でありました。一括分権後の現在も、国による通達行政こそ廃止されたものの、委任立法（自治体は…しなければならない、という法律を作る）とか、補助金を首枷とした「義務付け」「枠付け」「関与」など様々な形で中央官庁の都合を押し付けることが続いています。
　こうした国主導の背後にあるのは、口には出さないものの、地方は無能だから、住民には自治能力がないからという思い込みです。私たちはまず、地方行政は経験不足ではあっても無能ではなく、十人十色の住民もそれぞれに常識があり、経験さえ積めば、それなりの自治能力があることを、実証してみせるべきでしょう。
　「自分たちのことは自分たちできめる」というのが、自治の基本です。元来、私たちは自分や家族の日常のことは、すべて自分たちで工面しています。しかし、道路を遠くまで行き来できるようにしたり、子供の学校や、不測の出来事
のための病院や消防署を作ることは、個人個人でやっていては無駄がおおく出ますから、共同してやるというのが行政の出発点です。そして、そのための費用を分担しようというのが税金です。
　このように、原則すべてが自己責任の中で、共通して利用の機会のある便益だけを行政として扱い、その費用を税の形で分担することで成り立っているのが現代の社会です。そこでは、行政というのは税の使い途そのものという性質があります。ですから行政は、そもそも住民の都合に合わせて行なうもので、行政の都合で行なうものではありません。ここが、我が国ではしばしば忘れられ【右の図】、自治を捻じ曲げていた部分です。たとえば、5時になったら窓口を閉めるというのは、職員の勤務時間に合わせた行政都合ですが、利用する住民の自由時間に合わせて、5時以降も土日にも必要な窓口だけは利用できるようにしようというのは、住民都合です。住民都合に合わせた行政ということは、最近まではあまり意識されていませんでした。少しずついま変りつつありますが、ここを変えることは、自治の条例の大切な仕事です。
二、どのような取り決めが不可欠か
　上記を前提とすれば、どのような原則が自治の形を決めるでしょうか。第一には、市政の重要な政策（意思決定）には、常に住民の総意が斟酌されるということです。では、その住民の総意はどのように確認できるのでしょうか。
　これまでの行政の大きな拠りどころは、住民の意識調査（アンケート）でした。平成14年度からの3年半で、鎌倉市の9つの部局が、合計42件の意識調査を実施しています。これらがその後の政策決定の根拠の一つになっているのです。しかし、意識調査には、二つの問題点があります。一つは、無作為抽出で選ばれた回答者が、必ずしも聞かれている課題、たとえば「行政のIT化」とか「学校区の弾力化」について、自分の考えをまとめる予備知識を与えられていないということです。これが意識調査では「どちらともいえない」という答えの比率を大きくし、実際は「解らない」と答えているものが賛成率50%と計算されたりします。二つ目の問題点は、この調査は、設問次第で答えをかなり誘導できることです。これらの弱点については、専門書も出ていますから、お調べいただけます。
　意識調査に代わる手法として公聴会方式があります。アンケートほど手軽でないので、余り活用されませんが、公聴会のよい点は、双方向の意見交換が出来ることです。パブリックコメントなども、意見表明が一方交通で、「言いっぱなし・聞きっ放し」になりがちですが、公聴会では、必要な資料配布もでき、賛否両論への質疑も行なわれます。公聴会は、ある特定の問題についての公式の民意確認の場として、これまでも法律が定めてきたものですが、自治の制度としては、いま少し活用しやすく変えることが必要です。
開かれた公聴会

　自治のための公聴会は、①市政の主な課題は殆んどが対象になりうること、②行政からも住民からも招集できるようにすること、③意見表明を希望する全ての市民が参加できるようにすること、などが要件になると考えます。
　ここで、意見表明を希望しない住民の意見はどうなるかという問題を考えておきます。参政権の行使から見て、住民は3通りにわかれます。具体的な政策に何らかの形で参画を希望する人（参政権行使）、公職選挙に投票はするものの、その他は多数意見に一任する人（多数にお任せ）、投票もしない人（参政権放棄）がそれです。参画を希望する住民を指して「市民」という言葉が使われることがあります。その昔、アテネの「市民」は、人口の数パーセントの、資産を持つ成人男子であったといわれます。奴隷は勿論、職人やよそ者は「市民」には入らなかったのです。フランス革命で、平民が市民権を得ましたが、はじめ教育や資産のないものは除かれました。普通選挙権が資産の有無や男女の別に関係なく拡がると共に、公民教育としての義務教育も拡がりました。これらは、参政権には一定の判断力が伴うべきだと考えられてきたことの証しと思います。現代では、意見を持つ住民が市民なのではないでしょうか。
　自治の制度は、開かれた独自の公聴会制度を持ち、市民はすべてそこに参加の機会を保証されることで、その基盤が生まれると考えることができます。
　我が国では、ことをあげつらうのは品格のないことだといった伝統もあって、公開の場での討論は結局うまく行かないという考えも根強くありますが、会議のルール（議事規則）をしっかりさせ、レフェリー役を勤める人々を普段から養成しておけば、我が国といえども他国並みにはそうした制度を使いこなすことはさほど困難ではない筈です。その鍵を握るのは議事規則とレフェリーですが、日本の公民教育に欠落しているこの部分は、市民と行政が協力して補うことが勿論必要です。

税金を投入した結果の検証
　これまでの行政のやり方というのは、予算を使い切ったときに政策は完遂したと考えて、効果の確認の制度はなく、不正な支出でもない限り、不適切な施策や無駄な行政があっても、それらは監査の対象ではありませんでした。
　しかし、一方では地自法は「最少の費用で最大の効果をあげる」ことを行政の必須条件に掲げているのですから、果たして費用（市民が納めた税金）がそのように使われたかどうかは、しっかり確認されなければなりません。それは、職員を更に増やして費用をかけてやるのではなく、市民が自発的に参加して効率的に最少の費用で実行すべきものではないでしょうか。
　検証すべきことがらには、年初に掲げた政策目標が、割り当てられた予算によって実現したかどうか（達成状況）、予算は過大または過小ではなかったか（費用対効果）、うまく行かなかった場合にはそもそも目標に問題があったのではないか（政策評価）等の幾つかの行政評価があります。それらは、費用が不正、不当に目的外に費消されてはいないかという地自法の定める監査とは、全く別の事柄です。
自治基本条例は、以上に述べた事柄について、実行可能な仕組みを、なるべく具体的に記述することが望まれます。なかでも、実行可能であるか否かについては、実態に即した詳しい考究が必要と思われます。
以上
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